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エネルギー政策の基本目標と福島事故で毀損された項目

3E
エネルギー安全保障

経済性/成長

環境適合性

+S

安全性（安心？）

（準）国産、自主開発、備蓄、多様化、核燃サイクル、外交、地
政学・・・
（2030年に自主エネルギー比率７０％）

グリーン成長、システム輸出、総合エネルギー産業・・・

低炭素社会、ゼロエミッション電源(2030年に70％、うち
原子力で50％）、省エネ、CCS・・・

地球温暖化のリスク（温暖化懐疑論）

放射線のリスク（低線量被曝の科学の不確実性）

過酷事故のリスク（低確率大被害リスクの扱い）

＋発電コスト再評価（過酷事故コスト含む）

赤字：毀損された項目、青字：2010年エネルギー基本計画の目標

(エネルギー製品等の国際市場でトップクラスのシェア獲得）

(エネルギー起源のCO2を2030年に90年比30％削減)



2030年の電源構成：何をすべきか

現在の(2010年)エネルギー基本計画

再生可能エネルギー：２０％
原子力 ：５０％
化石燃料 ：３０％

如何に原子力の穴を埋めるか？（kWバランスとkWhバランスの両方が必要）

１．更なる省エネ：現行エネルギー基本計画でも野心的目標折込済み→効率向上とと
もに情報通信技術ICTを活用した消費者行動変化の誘導
２．再生可能エネルギーの導入加速：太陽電池５３GW、風力１０GWの現行基本計画
目標→電力系統安定化に課題→需要側を動員して需給安定化(スマートグリッド)；長
期的に固定価格買取制度による地熱、バイオマス、中小水力の拡大を期待
３．化石燃料のクリーンな利用：天然ガス、CCSを含むクリーンコール技術、国際展開

による我が国の高効率技術の展開
４．電力システムの運用領域の拡大：全国レベルでのメッリトオーダーでの効率的電
源運用(広域系統運用)、需要側資源の動員（コージェネなど分散電源の活用）

福島事故後は実現不可能
2012年夏は、０，１５，２０－２５％の選択肢

について国民的議論
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考えられえる原子力ゼロ政策の影響シナリオ

原子力ゼロ政策の表明/実施

電力供給不安

再稼働困難/
新増設停滞

化石燃料消費↑

貿易収支赤字

経済空洞化

燃料調達交渉力↓

PV、風力の大規模導入

火力の調整運転↑

原子力人材基盤劣化

使用済み燃料処理・処分停滞

青森県の反発（再処理維持？）

使用済燃料貯蔵容量不足

余剰Puの発生

返還ガラス固化体受入困難化

日米関係悪化

日欧関係悪化

電気料金↑

中国など途上国の原子力↑ 原子力事故リスク？

kW不足

火力新設投資↓

ウラン資源価格↓

電力の質↓

日本経済崩壊

火力設備利用率
↓

国際政治環境悪化
エネルギー安全保障劣化

CO2↑
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(早期）廃炉

核不拡散政策劣化
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+EV/PHEV,
ヒートポンプ

エネルギーネットワークの融合と総合エネルギー産業の展開
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社会システムの情報化

総合エネルギー産業の展開

成長戦略

情報セキュリティ

サイバーテロ

個人情報保護

標準化

システムとしての競争

IT家電

まずは、地域システムとしての実証

スマートハウス

スマートシティ

スマートグリッド、スマートメータ

スマートエネルギーネットワーク

低炭素社会

電力システムと自動車の結合

エネルギーシステムの需給統合制御

防災、電力供給不足対応

情報との統合によるエネルギーシステム改革＋スマートコミュニティ

行動変化に
よる省エネ

（エネルギーシステム改革）
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エネルギーと地球温暖化対策を一体とした政策の構築

・原子力という選択肢の維持：安全対策による信頼回復、既存原子炉の運転、
低線量被曝・過酷事故に関するリスクコミュニケーション・・・

・エネルギーシステムの強靭性増強：全国連系での電力・エネルギーシステ
ムの強化、次世代エネルギー・社会システム構築の加速（被災地復興の機会も活用、
分散型エネルギーの防災利用）・・・

・活動量調整を含む徹底した省エネ：効率向上に加えて、情報通信を活用し
て消費者行動変化を誘導（スマートコミュニティの活用）・・・

・新再生可能エネルギーの最大限の導入：全量固定価格買取制度の活用
（被災地（特に長期避難地域）への支援にも）、瓦礫中のバイオマス・休耕田や廃
棄土地の活用、電力系統安定化対策（需要の能動化も活用）・・・

・化石燃料の活用：特に天然ガス（供給安定性？）、クリーンコール技術（A-
USC、IGCC、CCS）、2国間クレジット獲得、褐炭＋CCSによるクリーン水素・・・

・共通の課題として：需要側資源の能動化（スマートコミュニティ形成）
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ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました
Thank you for your attentionThank you for your attention

山地憲治(Kenji YAMAJI)
Research Institute of Innovative Technology for the Earth(RITE)


